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 田子町では、定住・移住促進のための様々な支援事業を実施しています。 

 その一つとして、町内に住み（定住・移住）、町内外で働いてがんばっている方々への応援として、若

者定住・移住者が賃貸用住宅に入居する場合、月々の賃料の一部(上限２万円)を３年間助成します。 

平成２３年度から平成２８年度までに３３人の方が助成されています。 

 助成金支給対象となる方(①または②の方が③～⑦)のいずれにも該当する方) 

① 若者定住者 次に掲げるいずれかの条件を満たす方 

 ア 賃貸用住宅に転居（新たに賃貸借契約を行い引き続き居住する方を含む。以下同じ。）し住民登

録を行った日を基準に満４０才未満の田子町在住者で、就業等により引き続き田子町に居住するた

め賃貸用住宅に居住している方。 

 イ 賃貸用住宅に転居し住民登録を行った日を基準に満５０才未満の田子町在住者で、婚姻の日から

２年以内に賃貸用住宅に転居し、婚姻した両者ともに住民登録を行い居住している方。 

 ウ 賃貸用住宅に転居し住民登録を行った日を基準に満５０才未満の田子町在住者で、高校生まで

の子ども又は養護学校、施設等に入所の子どもを扶養し、賃貸用住宅に転居し子どもと共に住民

登録を行い居住している者。 

② 移住者 平成２８年４月１日以降に田子町に転入し、転入後６ヶ月以内に賃貸用住宅に住民登録を行

い居住している方。 

③ 申請人が助成の対象となる賃貸用住宅の賃貸借契約に係る賃借人であり、継続的な居住の実態があ

って田子町に継続して定住する意思がある方。 

④ 申請人及び子どもを除く同居人全てが田子町の全ての公租公課※を滞納していないこと。 
※ 個人住民税、固定資産税、軽自動車税、国民健康保険税、後期高齢者保険料、介護保険料、水道料金、

田子診療所料金、老健たっこ利用料、町営住宅料、保育園・幼稚園保育利用料 

⑤ 申請人及び同居人全てが暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する

暴力団員でないこと。 

⑥ 定住者・移住者として、町や関係団体が実施する定住・移住を推進する事業、定住・移住者同士の交

流及び定住・移住者に対する調査等に協力できる方。 

◆ 助成金支給対象とならない方(場合) 
・ 申請人及び同居人が公務員(国家公務員及び地方公務員の特別職、一般職)の正規職員である方。 

・ 助成対象の賃貸借契約において、貸主と申請人である借主及び同居する全世帯員が配偶者(事実婚

を含む)、３親等以内の血族、姻族の関係に当たる場合。 

・ ４ヶ月以上賃貸借契約における支払期日までに賃料を支払わず滞納した場合。 

 若者定住・移住促進住宅料助成金の額 毎月２万円を３年間助成 
※ 賃貸借契約における毎月の賃料が２万円に満たない場合は、毎月の助成金は、賃貸借契約額となります。  

※ 若者定住者の方が年齢要件を満たさなくなった場合は、助成が打ち切られます。 

■ 助成認定請求・助成金請求期限 

① 初回の助成認定請求の期限は、賃貸用住宅の入居契約を行った後６ヶ月以内です。 

② 毎月の助成金請求期限は、賃貸借契約における支払期日から 4 ヶ月以内です。 

■ お問い合わせ 

田子町役場 住民課 子育て定住移住支援室  電話番号 0179-2３－０６７８ （直通） 

田子町若者定住・移住促進住宅料助成金支給事業 


